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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成19年６月28日に提出いたしました第42期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一

部に訂正を要する事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するためのものであります。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第４ 提出会社の状況 

３ 配当政策 

６ コーポレート・ガバナンスの状況 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

 



第一部【企業情報】 
  

第４【提出会社の状況】 
  

３【配当政策】 

（訂正前） 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策として位置付け、内部留保の充実を図りながら、業績に裏付けられた成果の

配分を行うことを基本方針としております。内部留保資金は、将来の成長・発展に必要な研究開発費、情報システムの質的高度

化や新規事業のための設備投資等に充当し、業績の一層の向上に努めて参ります。 

 なお、会社法の施行により、配当に関する回数制限が撤廃されましたが、当社の利益配分に関する基本方針は特に変更を予定

しておりません。 

 当期（平成19年３月期）の配当につきましては、当期の業績、来期以降の業績見通し、設備投資計画等総合的に勘案し、中間

配当（１株当たり８円50銭）と合わせ、１株当たり年20円、配当性向は42.2％となりました。 

  

 「当会社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に

対し、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

（訂正後） 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策として位置付け、内部留保の充実を図りながら、業績に裏付けられた成果の

配分を行うことを基本方針としております。内部留保資金は、将来の成長・発展に必要な研究開発費、情報システムの質的高度

化や新規事業のための設備投資等に充当し、業績の一層の向上に努めて参ります。 

 また、当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本的な方針としており、これらの剰余金の配当の決

定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当期（平成19年３月期）の配当につきましては、当期の業績、来期以降の業績見通し、設備投資計画等総合的に勘案し、中間

配当（１株当たり８円50銭）と合わせ、１株当たり年20円、配当性向は42.2％となりました。 

  

 「当会社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に

対し、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円） 

平成18年11月14日 
取締役会決議 

862 8.5 

平成19年６月28日 
定時株主総会決議 

1,171 11.5 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円） 

平成18年11月14日 
取締役会決議 

862 8.5 

平成19年６月28日 
定時株主総会決議 

1,171 11.5 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（訂正前） 

(1）～(5）＜省略＞ 

  

（訂正後） 

(1）～(5）＜省略＞ 

  

(6）取締役の選任の要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

  

(7）株主総会決議事項のうち取締役会で決議することができる事項 

ａ．自己の株式の取得の決定機関 

 当社は、会社法第165条第２項の規定により、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって、自己の株式の取得をする

ことができる旨定款に定めております。これは、自己の株式の取得を取締役会の権限とすることにより、機動的な資本政策

を行うことを目的とするものであります。 

ｂ．取締役の責任免除 

 当社は、会社法第426条第１項の規定により、会社法第423条第１項に定める取締役（取締役であったものを含む。）の損

害賠償責任につき、善意にしてかつ重大な過失がない場合は、取締役会の決議によって、法令の定める限度額の範囲内で、

その責任を免除することができる旨定款に定めております。 

ｃ．監査役の責任免除 

 当社は、会社法第426条第１項の規定により、会社法第423条第１項に定める監査役（監査役であったものを含む。）の損

害賠償責任につき、善意にしてかつ重大な過失がない場合は、取締役会の決議によって、法令の定める限度額の範囲内で、

その責任を免除することができる旨定款に定めております。 

ｄ．中間配当の決定機関 

 当社は、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当金）について、株主総会の決議によらず取締役会の決議に

より定められる旨定款に定めております。これは、中間配当の決定機関を取締役会とすることにより、当社を取り巻く事業

環境や業績に応じて、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

  

(8）株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、出席した議決権を行使することができる株主の議決権の３分の２以上の決議をもって行な

う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行

なうことを目的とするものであります。 
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